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Ⅰ．平成１５年度航空局関係概算要求の基本方針Ⅰ．平成１５年度航空局関係概算要求の基本方針

　 空港整備事業は、大都市圏拠点空港の整備により一層の投資の重点化を

図るとともに、一般空港等については継続事業を中心とした滑走路整備、既存

空港の質的充実等の整備を行います。

１．大都市圏拠点空港の整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　 大都市圏の空港容量の確保と国際拠点としての機能強化のため、大都市圏

の拠点空港である新東京国際空港 （平行滑走路等） の整備に努め、東京国際

空港（羽田）は２００３年度において再拡張の事業化を図るとともに、関西国際空

港（二期事業）及び中部国際空港の整備を着実に推進します。（要求額２,４０５

億円、対前年度４９７億円の増）

２．航空路施設の整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 航空の安全確保を最優先としつつ、航空交通量の増大やユーザーニーズの

多様化に適切に対応するため、運輸多目的衛星（ＭＴＳＡＴ）を活用した次世代
航空保安システムの構築のための整備を推進するとともに、航空路における管
制施設等の整備を行います。（要求額２４０億円、対前年度１８億円の増）

３．一般空港等の整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 一般空港等については、国際・国内ネットワークの形成及び強化を図るため、

滑走路延長等の継続事業、既存空港の質的充実及び必要不可欠な更新等の
整備を推進します。（要求額５９３億円、対前年度７０億円の減）

『　重点的に推進すべき４分野　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００２」（平成１４年６月閣議決定）　』

○人間力の向上・発揮　－　ＩＴ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　 運輸多目的衛星（ＭＴＳＡＴ）を活用した次世代航空保安システムの構築　　　　　　

○魅力ある都市・個性と工夫に満ちた地域社会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　－　魅力ある都市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　 新東京国際空港（成田）の整備、東京国際空港（羽田）の沖合展開及び再拡張の

　　事業化、関西国際空港の整備並びに中部国際空港の整備　　　　　　　　　　　　　　　
　－　個性と工夫に満ちた地域社会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　 一般空港等については継続事業を中心とした滑走路整備、就航率の向上に資す

　　る施設整備及び空港アクセス鉄道の整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○公平で安心な高齢化社会・少子化対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　 空港内歩道のバリアフリー化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○地球環境問題への対応　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　 地球温暖化対策として効果の大きい緑地の整備や住宅等の防音工事、移転補償

　　等の空港周辺環境対策事業
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Ⅱ．平成１５年度航空局関係概算要求総括表Ⅱ．平成１５年度航空局関係概算要求総括表

１．平成１５年度空港整備特別会計収支

２



２．空港整備特別会計の歳入・歳出規模（平成１５年度要求額）

単位：億円（％）

３

３．空港整備特別会計のしくみ

（歳　　　出）（歳　　　入）

単位：億円

航空事業者等

１１／１３ 航空機燃料税
26,000円／ｋｌ

２／１３

航空機燃料譲与税

一般財源 　　航空機燃料税
　841 　　893 　　　　　　　１／５ 　　　　　　　４／５

　　836   324     2 ,110

空港関係 空港関係
都道府県 市町村

空港整備事業
2,998

　　　その他 一般空港等 大都市圏拠点空港
　　　2,006 593 2,405
　　　環境対策事業・ 羽田・成田・関空・中部・
　　　航空路整備事業等 首都圏第３

平成１５年度要求額　５，００４億円

空　港　整　備　特　別　会　計

着陸料等
航行援助施設利用料

借  入  金 その他 空　港　使　用　料 一  般  会  計

純粋一般財源
841(16.8)

航空機燃料税相当額
893(17.8)

着陸料等収入
865(17.3)

航行援助施設利用料
1,245(24.9)

雑収入等
324(6.5)

借入金
836(16.7)

一般会計
　からの受入
　   　  1,734
              (34.6)

空整特会自己財源
2,434(48.7)

歳  入  合  計
５，００４ 億円

羽田沖展
1,344(26.9)

新東京
140(2.8)

関西
448(8.9)

中部
473(9.5)

一般空港等
593(11.8)

環境対策
180(3.6)

航空路
240(4.8)

離島航空助成
16(0.3)

維持運営費等
1,570(31.4)

大都市圏
　拠点空港
　　　2,405
          (48.1)

歳  出  合  計
５，００４ 億円



Ⅲ．平成１５年度航空局関係概算要求の重点分野Ⅲ．平成１５年度航空局関係概算要求の重点分野

１．国際交流・物流機能の強化に資する大都市圏拠点空港の整備　　　
　　（経済：経済基盤の強化）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　＜都市再生＞＜経済の活性化＞　

　 大都市圏の国際競争力を高め、我が国経済の牽引役とするため、大都市圏の
拠点空港である新東京国際空港は引き続き本来の２，５００ｍの平行滑走路等の
整備に努め、東京国際空港は２００３年度から再拡張の事業化を図るとともに、関
西国際空港（２期事業）及び中部国際空港の予定通りの供用を目指し、整備を着
実に推進します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 また、成田新高速鉄道アクセスの整備等により、国際的に見て遜色のない水準
の空港アクセスの実現を図ります。　　

●中部国際空港
　・滑走路（３５００ｍ）
　・２００５年開港予定
　・年間発着回数１３万回
　　を目標に整備

●関西国際空港（２期事業）
・平行滑走路（４０００ｍ）
・２００７年供用予定
・年間処理能力（発着回数）

　　約１６万回→約２３万回
　　　（１期）　　　　（２期完成時）

●新東京国際空港（成田）
　・平行滑走路（２５００ｍ）等
　　なお、暫定平行滑走路（２１８０ｍ）
　　は２００２年４月供用

　・年間処理能力（発着回数）
　　約１３．５万回→ 約２０万回→約２２万回

　　　（暫定供用前）　　（現状）　　　　（注）

●東京国際空港(羽田)
○沖合展開
・東旅客ターミナル等の整備

(２００４年後半供用予定)
・ターミナルビルから直接航
　 空機へ乗降できる割合
　　約６割→約９割

○再拡張事業
・新設滑走路（２５００ｍ）
・年間処理能力（発着回数）
　　約２７.５万回→約４０.７万回

・発着容量が１．５倍に増加
　 都市再生、地域の活性化等

大都市圏における拠点空港の整備

（注）　円卓会議の結論として平行
滑走路の供用開始時における飛行
回数は２０万回を限度として、その
後回数増加は地元と協議すること
となっている。

４



（１） 新東京国際空港（成田）の整備　　　

　新東京国際空港は、平成１４年６月現在、３８カ国・２地域６４社が乗り入れ、

３６ヶ国２地域９７都市と結ばれており、年間約２，７４５万人（平成１３年度実

績）の人々が利用しています。本年４月には暫定平行滑走路が供用し、空港

容量がそれまでの年間発着回数１３.５万回から２０万回に拡充しました。

　本事業は、我が国のグローバル化の進展に対応し、国際社会に一定の地位

を確保していくため、また、国際都市にふさわしい交通基盤の形成のため、さ

らには、首都圏において国際交流・物流基盤としての機能を果たすため、進め

てゆくものです。　

【成田空港の施設計画】

第１旅客ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ

第２旅客ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ

第１旅客ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ

第２旅客ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ
旅客ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ

発着回数

約２２万回（当初２０万回）
年間処理能力

4,000m　１本

2,500m　１本

3,200m　１本

4,000m　１本

2,180m　１本（暫定平行滑走路）滑　走　路

完　成　時現　　　　在区　分

【成田空港の現況】 【今後の整備】

新東京国際空港においては、国際

航空需要の増大に対処し、我が国の

国際交流上の拠点としての機能を確

保するため、引き続き本来の２,５００

ｍ　の平行滑走路の早期整備に努め

るとともに、エプロン等基本施設の整

備や、第１旅客ターミナルビルの改修、

貨物取扱施設の能力増強、環境対策

等の共生策等を実施していきます。

５



（２）関西国際空港の整備　　　

　関西国際空港における航空需要は近い将来、現行の１本の滑走路の処理能力

の限界(発着回数１６万回)に達すると予想されており、現状においても、１時

間当たりの発着回数がほぼ発着枠の限界に達している時間帯が発生しています。

　また、メンテナンスを円滑に行い、２４時間完全運用を行うためにも、複数

滑走路が必要であり、２００７年の平行滑走路供用を目指して２期事業を推進

します。

【関西国際空港の事業概要】

２期空港計画（案）イメージ図

２期空港島

１期空港島

Ｂ滑走路（4,000m）

A滑走路（3,500m)

旅客ターミナルビル（２期本館）

サテライト

旅客ターミナルビル（１期）

連絡誘導路

空港連絡橋

鉄道駅 【関西国際空港２期事業スキーム(2007年時点)】

1．整備内容　２期平行滑走路供用開始時には、必要最小限度の施設のみの整
　　　　　　 備に留め、残りの事業は、開港後、需要に応じて段階的に整備。

2．埋立面積　約 540ha（用地造成の一部は、2007年以降段階的に実施）

3．事業費　　約1兆4,200億円（うち2007年までの事業費 約1兆1,100億円）

　　　　　　（当初の事業費 1兆5,600億円を削減）

【関西国際空港２期事業の現況】

平成14年7月時点
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（３）中部国際空港の整備　　

　 名古屋空港は処理能力の限界に達しつつあり、航空機が二重駐機するなど狭

隘な状況ですが、空港用地の拡張や運航時間の延長は困難となっています。　

中部国際空港は中部圏の航空需要の増大に対応するため、名古屋の南概ね

３５ｋｍの常滑沖海上に、長さ３，５００ｍの滑走路１本を有する面積約４７０　ｈａ

の名古屋空港に代わる空港として、２００５年（平成１７年）の開港を目指し事業

を推進します。

中部国際空港
連絡鉄道

中部国際空港
連絡道路

中
部
国
際
空
港

地
域
開
発
用
地

対
岸
地
域
開
発
用
地

【中部国際空港周辺図】【中部国際空港の配置図】

【中部国際空港の事業スキーム】【中部国際空港の現況】

出資
(410億円)

国 （事業主体）

無利子貸付

(1,638億円) 中部国際空港
株 式 会 社

出資

(102億円) [指定法人]

地方公共団体
無利子貸付 総事業費 7,680億円

(410億円)

資本金　1,024億円

国　　　　：　40%

出資 地方自治体　：　10%

民　　間 (512億円) 民 　　　　間　：　50%

無利子資金 有利子資金 
（総事業費の40% ： 3,072億円)の負担割合 （総事業費の60% ： 4,608億円）

国 ： 地方自治体 ： 民間 ＝ ４：１：１ （政保債、日本政策投資銀行融資

 及び市中融資）

作成中

平成14年7月時点
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（４）東京国際空港（羽田）の沖合展開　　

　 東京国際空港（羽田）は、国内航空交通の中心として全国４７空港との間に１日
約３８０往復（ 平成１４年８月ダイヤ ）のネットワークが形成され、国内線で年間約
５,７００万人（ 平成１３年度実績 ）の人々が利用しています。　　　　　　　　　　　　　　
　 本事業は、首都圏における国内航空交通の中心としての機能を将来にわたって

確保するとともに、航空機騒音問題の抜本的解消を図るため、東京都が造成した
羽田沖廃棄物埋立地を活用し、羽田空港を沖合いに展開しているものです。 　　　
　 現在第Ⅲ期計画にかかる東旅客ターミナルの整備が推進されており、平成１６

年後半に供用予定です。

【展開計画（東京都が造成した羽田沖廃棄物埋立地を活用）】

【東京国際空港の現況】 【東京国際空港の事業概要】

第Ⅰ期計画　Ａ滑走路整備（昭和６３年７月供用）

第Ⅱ期計画　西ﾀｰﾐﾅﾙ整備（平成 ５ 年９月供用）

第Ⅲ期計画　Ｃ滑走路整備（平成 ９ 年３月供用）

Ｂ滑走路整備（平成１２年３月供用）

東旅客ﾀｰﾐﾅﾙ（平成１６年後半供用予定）

【東旅客ﾀｰﾐﾅﾙの整備の意義】

　ターミナルビルから直接航空機に搭乗できる便数の割合が約６割から約９
割に増加します。
　これにより、ターミナルビルと遠隔スポット間のバス移動を強いられる旅客
の割合が減少するなど、利便性の向上が図られます。
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（５）東京国際空港（羽田）の再拡張事業

Ｃ滑走路　
3,000m

Ａ滑走路
　3,000m

Ｂ滑走路　2,500m

新設滑走路

　2,500m

連絡誘導路

Ｎ

羽田空港再拡張案

航空保安無線施設用地
（検討中）

多
摩
川

東　
　

京　
　

港

　 東京国際空港（羽田）は、国内航空旅客利用者の約６０％が利用する国内航空輸

送ネットワークの要です。しかしながら、当空港は今後さらに国内航空需要の増大

が見込まれる中、既にその能力の限界に達しております。したがって、出来る限り早

急に再拡張事業に着手し、発着容量制約の解消や多様な路線網の形成・多頻度化

による利用者利便の向上等を図る必要があります。このため、平成１５年度予算に
おいて羽田空港の再拡張の事業化を図ることとしております。

【羽田空港再拡張案】

【これまでの閣議決定等】

・平成１３年８月、都市再生本部による都市再生プロジェクト（第二次決定）に選定され、

「国際化を視野に入れつつ東京国際空港（羽田空港）の再拡張に早急に着手し４本目

の滑走路を整備する。」とされた。

・平成１３年１２月、国土交通省として「羽田空港の再拡張に関する基本的考え方」を

決定し、新滑走路の位置を確定した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・平成１４年６月閣議決定された「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００２」

においては、「財源について関係府省で見通しをつけた上で、国土交通省は、羽田空

港を再拡張し、２０００年代後半までに国際定期便の就航を図る。」とされた。

・新設滑走路の位置　：　　　　　　　　
　　空港の南（Ｃ滑走路南端～新設

　　滑走路中心までの距離１７５０ｍ）
　　Ｂ滑走路と平行

・新設滑走路の長さ　：　　　　　　　　
　　２５００ｍ

９



754

560
538

514
498

480

450
430

400

600

640

702

420
450

475
500

537
560

580

620

660

732

784

1144

300

400

500

600

700

800

900

1000

1100

1200

1983 1985 1995 2005 （年度）

発
着
回
数
　

（
回
／
日

）

Ａ滑走路供用

西側ターミナル
施設供用

Ｃ滑走路供用
24時間運用開始

Ｂ滑走路供用

発着回数

発着枠

利便時間帯の
発着可能回数

羽田空港の発着回数

再拡張

発着回数ベースでは、現状の処理容量は限界

再拡張により、
発着容量が大幅に増大

※）利便時間帯の発着可能回数には、
　　 公用機等の枠が含まれている。

運用時間拡大

201020001990

※

【羽田空港の発着回数】

〔現 　行 〕
 

２８便 /時 間

２７．５万 回 /年
  《377便 /日 （754回 ）に 相 当 》

〔再 拡 張 後 〕

４０便 /時 間

４０．７万 回 /年
  《557便 /日 （1114回 ）に 相 当 》

発 着 容 量 が１．５倍 　増 加
《１３．２万 回 /年 （180便 /日 に 相 当 ）　増 加 》

【羽田空港の再拡張事業の意義】

１．発着容量の制約の解消　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２．多様な路線網の形成・多頻度化による利用者利便　　　　　　
３．航空市場における真の競争を行わせるための環境整備　　　　
４．国際化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
５．都市再生　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
６．地域交流の促進、地域経済の活性化
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（６）成田新高速鉄道アクセスの整備

時間圏域

６０分（現在）

日暮里 京成高砂

成田空港

羽田空港

JR

京成

北総・
公団線

0

東京

時間圏域
６０分（現在）

６０分（改善後）

日暮里 京成高砂

成田空港

成田新高速鉄道アクセス
の整備

羽田空港

成 田 新 高 速 鉄 道 ア ク セ ス に よ る ア ク セ ス 改 善 効 果

JR

京成

北総・
公団線

京成上野

印旛日本医大

　 本プロジェクトは、現在都心から約１時間を要する成田空港までの鉄道アクセス時

間を大幅に短縮し、運輸政策審議会答申第１９号（平成１２年８月）における整備目

標である所要時間３０分台を実現することにより、空港利用者の利便を確保するとと

もに、空港機能の向上、地域の活性化に寄与することができます。（日暮里～空港

第二旅客ターミナル間３６分（現行より１７分短縮））。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　 また、本事業は、平成１３年８月、都市再生本部が決定した都市再生プロジェクト

（都心と成田空港間、更に成田・羽田両空港間を短時間で結ぶ、新たな鉄道アクセ

スルートの早期整備）として位置付けられています。

　

【施策の概要】【成田新高速鉄道アクセスの整備効果】

成田新高速鉄道アクセス整備プロジェクト

○事業主体　成田高速鉄道アクセス（株）

○整備概要　新線整備（印旛日本医大～成田空港１９．１ｋｍ）

　　　　　　　　北総・公団線の改良（京成高砂～印旛日本医大）

　　　　　　　　空港内駅部の改良

○総事業費　１，２６１億円

○建設期間　平成１４年度～平成２１年度
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２．航空交通安全対策の強化に資する航空路施設の整備　　　　　　　
　　（安全：国土交通における高度な安全保障・防災の推進）　　　　　　　　　　　

航空の安全確保を最優先としつつ、航空交通量の増大やユーザーニーズの
多様化に適切に対応すべく、ＭＴＳＡＴを活用した次世代航空保安システムを構
築するとともに、航空路における管制施設、保安施設等を整備します。

（１）次世代航空保安システムの構築

　 新空港建設の進展、長距離飛行が可能な航空機の増便等により我が国を取
り巻く状況は、航空交通の質・量とも大きく変化しています。　　　　　　　　　　　　
　 このため、今後予想される航空交通の増大等のニーズに適切に対応できるよ
うに人工衛星やデータリンク等の新技術を活用し、我が国の航空交通の実態に
適合した効率的な次世代航空保安システムを構築します。

【ＭＴＳＡＴ（運輸多目的衛星＊）】
・運輸多目的衛星は、平成15年度に新1号機
　を、平成１６年度に新２号機をそれぞれ打
　ち上げるとともに、地上施設として常陸太
　田・神戸航空衛星センター、航空交通管理
　センターの整備を進めています。
　（機能）
　　・衛星を利用した管制通信及び地上から
　　　の航空機の位置の把握
　　・ＧＰＳ補強機能
　（効果）
　　・洋上空域の管制間隔の大幅な短縮
　　・自由な飛行ルートの設定が可能
　　・低高度、山岳部等の航空保安サービス
　　　の充実　　　

（＊）運輸多目的衛星：同一の衛星に、従来の気象衛星｢ひまわり｣
　　　の機能と新たな航空保安機能を同時に持たせたもの。

【現行システム】 【衛星導入後】

ＭＴＳＡＴ
（運輸多目的衛星） ＧＰＳ

ＨＦ通信（音声）

10分または15分
80海里または120海里

50～100海里

　4分
30海里（当初は50海里）

30海里以下

１海里＝１,852m
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（２）ニアミス事故再発防止安全対策　　　

　 平成１３年１月に発生したニアミス事故を踏まえて、更なる航空交通の安全を確

保するために、管制支援システム等の整備、訓練・研修機器の強化、空域・航空

路の抜本的再編を行います。

　○ ＴＣＡＳのＲＡ情報をレーダー画面に表示

　・ ＴＣＡＳ（航空機衝突防止装置）のＲＡ（回避指示）情報を管制レーダーに表示　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　・ レーダーシミュレーター（航空管制用訓練機器）の強化によるヒューマンエラーの防止　　　　　　　　　　　　　　　　
　・ 管制部の管轄区域の再編により管制業務の負荷を軽減し、安全性の一層の向上を図るとともに管制を効率化

（注）
ＴＣＡＳ：航空機衝突防止装置
　　　　　／Traffic Alert and Collision Avoidance System
ＲＡ　　：回避指示／Resolution Advisory

　　
　　　　上に行け！上に行け！
　　　　　（パイロットに対するコンピューターの指示）

Ｂ　△△便

Ａ　○○便

地上レーダー
（データリンク機能を導入）

　　　　

A　○○

RARA↑↑

Ｂ　△△

RARA↓↓

適切な対応

　　管制官はレーダー画面に
表示された回避指示（ＲＡ）情
報を把握し、適切な対応を行
う。

管制官

　　　　下に行け！下に行け！
　　　　（パイロットに対するコンピューターの指示）

航空機衝突防止装置（ＴＣＡＳ）において
回避指示（ＲＡ）発生（注）

航空機衝突防止装置（ＴＣＡＳ）において
回避指示（ＲＡ）発生（注）

レーダー画面

○管制支援機能を付加した次期管制システムの導入

　・航空機順位付け機能により、航空機スピードの調整や、飛行方向の変更などを管制官に的確にアドバイス を

行うことで、管制業務の負荷を軽減し、管制を効率化等

次期管制卓イメージ
Ｃ ○○

Ｂ ○○

Ｄ ○○

Ａ ○○

次期管制卓イメージ

Ａ ○○

Ｂ ○○

Ｃ ○○

Ｄ ○○

【支援機能イメージ】

コンピューター
によるアドバイ
ス内容

＜アドバイス情報提供時＞ ＜アドバイス情報提供後＞

航空機は適切
な間隔で合流し
ます。
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　 滑走路延長等の継続事業、空港アクセス鉄道の整備により、地方の交流圏域の

拡大を図るとともに、就航率の向上に資する整備により、交流機会の拡大を図ります。
また、安全確保のため、航空保安施設等の整備を推進します。

【新北九州空港の整備状況】

【 八丈島空港の整備状況】

滑 走 路 整 備

離島住民の日常生活及び産業振興を図るた
め、効率的な航空ネットワークを形成するた
めの離島空港の整備を促進します。

交流圏域の拡大を図るため、港湾整備事業と
連携し、大型機の就航が可能な空港整備を促
進します。

【仙台空港アクセス鉄道完成予想図】

空港アクセス鉄道

空港アクセスの利便性向上を図るため、鉄道
事業と連携し、空港内のアクセス鉄道の基盤
整備を促進します。

３．地域の拠点となる空港等の整備等
　（地　域：魅力と活力にあふれた自立的地域経済社会の形成）
　（暮らし：快適な生活空間や交流促進等を通じた豊かな生活の実現）　　　

　 地方の自主性と自立性を高め、個性豊かで活力に満ちた地域社会の実現と交流

促進等を通した豊かな生活の実現を図るため、高速交通基盤としての地域拠点とな
る空港整備を促進するとともに、離島住民の日常生活に不可欠な航空路線の維持
対策を講じます。
　 また、少子高齢化を迎え、高齢者・障害者・妊婦・子連れ等全ての人が安心して利

用できる快適な生活空間を創出します。

（１）一般空港等の整備

就 航 率 の 向 上

【福岡空港両側ＩＬＳ整備】

就航率の向上や運航の定時性の確保を図るた
め、空港の両側ＩＬＳ化を促進します。
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（空港のバリアフリー化の推進）　　

　 少子・高齢化社会を迎え、高齢者・障害者・妊婦・子連れ等、全ての人が安心して

利用できる空港にすることが必要であるため、歩道ルーフや連絡通路等を整備して
きたところです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 今後も引き続き、空港内の移動経路等のバリアフリー化に取り組んでいく予定です。

身障者用駐車エリアの整備

横断歩道ルーフの整備 歩道段差の解消

歩道ルーフの整備

横断歩道ルーフの整備

（２）離島の航空輸送の確保　　

　 離島航空路線は、離島住民の日常生活及び経済活動に重要な役割を果たして

おり、効率的な空港利用・整備を通じて地域的な航空ネットワークの維持及び活
性化を図る観点から、離島航空路線維持対策を講じます。

新 千 歳

函 館
奥 尻

礼 文
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新 潟

隠 岐

広
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調 布
東 京
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北 大 東

南 大 東

徳 之 島

慶 良 間

小 値 賀

利 島

新 島

神 津 島

御 蔵 島

三 宅 島

八 丈 島

青 ヶ 島

離 島 路 線 図 (平 成 1 4年 4月 1日 現 在 )
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良
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奄 美

沖 縄

粟 国

久 米 島

与 那 国

稚 内

米 子
関
西

長 崎

鹿 児 島

壱
岐 福

岡

伊
丹

屋 久 島

喜 界 島

エ ア ー 北 海 道 （３ ）
旭 伸 航 空 （１ ）
エ ア ー ニ ッ ポ ン （１ ４ ）
新 中 央 航 空 （４ ）
日 本 エ ア コ ミュ ー タ ー （１ ４ ）
オ リ エ ン タ ル エ ア ブ リ ッ ジ （８ ）
壱 岐 国 際 航 空 （１ ）

日 本 エ ア シ ス テ ム （４ ）
琉 球 エ ア ー コ ミ ュ ー タ ー （１ ３ ）
日 本 ト ラ ン ス オ ー シ ャ ン （９ ）
東 邦 航 空 （ヘ リ コ プ タ ー ）（５ ）
　 　６ ９ 路 線 （内 ダ ブ ル ト ラ ッ ク ７ 路 線 ）
　 　（　 ）は 路 線 数 を 示 す 。 　

波 照 間
宮 古

多
良
間

石
垣
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４．エコエアポートの推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（環境：地球環境から身近な生活環境までの保全・創造）　　　　　　　　　　　　　

　 地球温暖化問題をはじめとした今日の環境問題への対応には、あらゆる分野、
段階において、環境負荷の低減と良好な環境の創造に向けて取り組むことが必
要です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　
　 空港についても、周辺への騒音影響を解消または軽減するにとどまらず、空港
と周辺地域において環境の保全及び良好な環境の創造を進めることが必要であ
り、そのための対策を実施している空港を「エコエアポート」と呼んでおります。

（１）空港本体　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　・事業地内の自然環境への影響の緩和措置等に努めます。　　　　　　　　　　　
　・工事実施時における環境配慮型重機・資材の使用、建設廃材の再資源化等
　　に努めます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　・ごみの減量化、リサイクル等の推進により循環型社会構築に努めます。　　　
（２）空港周辺　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　・騒音影響の軽減・解消に向け民家防音工事や移転補償事業等を進め、生活
　 環境の改善や地球温暖化対策にも効果の大きな緑地整備などを進めます。
　・新たな騒音斉合施設の整備に努めるとともに、市民ニーズに即した移転補　
　 償跡地の暫定活用も図ります。

【空港内省エネ対策】 【空港周辺整備】

コージェネレーションシステム（１種類のエネ
ルギーから電気や熱等を同時に発生させるシステム）

を導入し、空港内の省エネ化を推進します

移転補償跡地に緑地帯を整備し、良好な
地域環境の整備を促進します

ＡＰＵ ＧＰＵ

航空機の補助エンジンではなく地上動力の
使用を推進し、CO2排出の削減、周辺への
騒音影響低減を図ります
※APU・・・補助動力装置（駐機時、機内に電力を供給したり、
　　　　　ジェットエンジン始動に使ったりするため航空機に
　　　　　搭載されている装置。）
　GPU・・・固定動力施設（空港施設等から電気を供給）
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騒音斉合施設を整備し、周辺地域の活性
化を推進します



５．効率的・効果的な事業の実施

空港整備事業及び航空路整備事業については、個別公共事業の実施過程に

おける透明性の一層の向上を図るとともに効率的・効果的な事業の実施を図る
必要があります。

　

公共事業の施行に際しては、事業採択から完了までの各過程において
　 適切な評価を行うことにより、効率的な事業施行を図る必要があります。

①新規事業採択時評価
事業に要する費用と事業効果を比較する等により、新規事業を採択す
ることの是非を判断する必要があります。そのため事業費を予算化しよ
うとする事業等について、費用対効果分析を含む評価を実施しています。
【平成１５年度の対象事業】

・東京国際空港再拡張

　 ②再評価
事業をめぐる社会経済情勢の変化、事業の投資効果の変化、事業の
進捗状況及び進捗見込み等を評価することにより、事業の継続又は
中止を判断する必要があります。このため、

・事業採択後５年を経過した時点で未着工の事業
・事業採択後１０年を経過した時点で継続中の事業
・再評価実施後５年を経過した時点で継続中の事業

等について、再評価を実施しています。
【平成１５年度の対象事業】

・新北九州空港新設（平成５年度採択）
・広域航法衛星ネットワーク整備（平成５年度採択）

　　　　
③事後評価

事業完了後の事業効果、環境の変化等の確認を行うことにより、必要
に応じ適切な改善措置を検討する必要があるため、個別公共事業につ
いて事後評価の試行を実施するとともに、評価のあり方、実施体制等、
評価システムの確立に向けた検討を行っています。
【平成１５年度の対象事業】

・旭川空港滑走路延長（平成８年度供用）
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Ⅳ．平成１５年度航空局関係概算要求の概要
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１．大都市圏拠点空港の整備

（１）新東京国際空港（成田）の整備

　　国際航空需要の増大に対処し、我が国の国際交流拠点としての機能を確

保するため、新東京国際空港公団において、新東京国際空港の整備を推進

するとともに、空港周辺地域との共生を図るため、環境対策を実施します。

＜事業の概要＞
平成１５年度予算では、第１旅客ターミナルビル改修等旅客取扱施設の整備、平行

滑走路、エプロン等基本施設の整備及び貨物取扱施設の能力増強等を行うほか、

地域と共生する空港づくりの観点から、引き続き環境対策等の共生施策の充実を図

ることとします。

公団事業費　　　　　　　　　　　　　　　　１，０８９　（６８９）億円
政府出資金　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１０　（　８７）億円
財政投融資（政保債）　　　　　　　　　　　　４８１　（２４５）億円

なお、上記公団事業費及び償還財源として、財投機関債を発行します。

国直轄事業　　　　　　　　　　　　　　　 　　 ３０　（　１５）億円

　　　　　　
　　　　　　 １５年度国費要求額計　　　１４０　（１０２）億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※（　　）内は前年度予算

○スペースの拡大
○処理能力のＵＰ
○バリアフリー化
○耐震性能向上　等

【第１旅客ターミナルビル現状】 【第１旅客ターミナルビル改修後】

暫定平行滑走路　2,180ｍ

滑走路　4,000ｍ
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（２）関西国際空港の整備

　我が国の航空需要増大に対応するため、関西国際空港において、平成８

年度から平行滑走路等の整備を行う２期事業に着手しており、２００７年

（平成１９年）の平行滑走路供用を目指して整備を推進します。

２期事業（平行滑走路等の整備）の推進
　　　　事業費 　 １,００７（　９２１）億円 　
　 うち　政府出資金 　　　　 　　 　　２５０（１７７）億円

　 　 　　 　政府無利子貸付金 　 　　　　１９１（１４４）億円
　 　　 　財政投融資（政保債） 　 　　　　５０（　１２）億円

　

既存施設の能力増強等（１期事業）
　　　　事業費 　 　　　　　　　　　１７（　　２０）億円
　 　 うち　政府出資金 　　 　 　　　　　　２（ 　　３）億円

　　 財政投融資（政保債） 　　 　 　　２（ 　 ６）億円

　　他に償還財源として 　　　　 　　　　５３２（ ２６５）億円

国直轄事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５（　　　３）億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　１５年度国費要求額計　　　 ４４８（３２７）億円

　　　　　　　　　　※（　 ）内は前年度予算　　　　

＜事業の概要＞
平成１５年度予算では、引き続き埋立工事等を進めるとともに、１期事業として既存
施設の能力増強を実施します。

【２期事業概要図】

Ｂ滑走路　４０００ｍ

２期施設　約５４０ｈａ

１期施設　約５１０ｈａ

Ａ滑走路　３５００ｍ

旅客ターミナルビル 鉄道駅及び道路旅客乗降場

鉄道及び道路

【用地造成事業の進捗】

平成１４年度末陸化範囲

平成１４年度末進捗率：　約７割（予算ベース）

1．整備内容　２期平行滑走路供用開始時には、必要最小限度の

　　　　　　施設のみの整備に留め、残りの事業は、開港後、

　　　　　　需要に応じて段階的に整備。

2．埋立面積　約 540ha（用地造成の一部は、2007年以降段階的

　　　　　　　　　　　　に実施）

3．事業費　　約1兆4,200億円

　　　　　　（うち2007年までの事業費 約1兆1,100億円）

　　　　　　（当初の事業費 1兆5,600億円を削減）

平成１５年度末陸化範囲

平成１５年度末進捗率：　約８割（予算ベース）
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（３）中部国際空港の整備

　 増大する中部圏の航空需要に対応するため、平成１０年度より名古屋の

南概ね３５ｋｍの常滑沖海上に、長さ３，５００ｍの滑走路１本を有する面積

約４７０ｈａの空港として事業着手しており、現在２００５年（平成１７年）３月

の開港を目指して整備を推進します。　　　

滑走路

庁舎・管制塔旅客ターミナル

誘導路

航空給油施設

エプロン

＜事業の概要＞

平成１５年度予算では、滑走路、誘導路等の基本施設、航空保安施設、旅客ター
ミナルビルなどの工事を推進します。

会社事業費　　　　　　　　　　　　　　　 　１，１５９（１，１４１）億円

　　　　政府出資金　　　　　　　　　　　　 　　　６０（　　　９８）億円

　　　　政府無利子貸付金　　　　　　　 　 ２４１（　　 － ）億円

　　　　財政投融資（政保債）　　　　　　 　 ２１９（　 ６４８）億円

国直轄事業 　 　　　　　　　　　　　　　　　 １７２（　　　８０）億円

　　　　　　１５年度国費要求額計　　　４７３（　　１７８）億円　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※　（　 ）内は前年度予算

【平成15年度の主な事業内容】

【中部国際空港の進捗状況】 【旅客ターミナルビル計画イメージ図】

中部国際空港

地域開発
用地

対岸地域
開発用地

中部国際空
港連絡鉄道中部国際空

港連絡道路

埋立面積 ・・・　埋立範囲

約 ３５０ｈａ

全体
(約４７０ha)

　平成１４年７月時点

２１



（４）東京国際空港（羽田）の沖合展開

　　事 　業 　費　　　　　　　　　　　　　 ６２９（ ５９６）億円

　　借入金償還　　　　　　　　　　　　　 ７１５（ ６９２）億円

〔財政投融資　　　 ５７０（ ５２０）億円〕

　　　　　　　　１５年度要求額　　　１，３４４（１，２８８）億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※（　　）内は前年度予算　

　首都圏における国内航空交通の中心として、増大する航空需要に対応す
るため、第Ⅲ期計画にかかる事業のうち、平成１６年後半の供用開始を目途
とする東旅客ターミナル等の整備を推進します。

＜事業の概要＞

平成１５年度予算では引き続きエプロン・道路駐車場等の整備を実施します。

Ｃ　滑走路　　 平成 ９年 ３月供用
Ｂ　滑走路　　 平成12年 ３月供用
東旅客ﾀｰﾐﾅﾙ　平成16年後半供用予定

【平成１５年度主要整備範囲】

東旅客ターミナル

立体駐車場

２２

【東旅客ターミナル完成予想図】



（５）東京国際空港（羽田）の再拡張事業

　 羽田空港の再拡張事業による空港容量の大幅増加は、単に大都市圏の課題にと

どまらず、航空ネットワークの拡充を通じて我が国全体に便益を及ぼす、喫緊の課

題です。このため、可能な限りの早期着工・早期完成をめざし、平成１５年度からの

事業化を図ります。

・基礎杭を打設し、上部に梁を設　
　け、その上に床版を設けた方式。

・係留施設を設け、工場製作した浮体
　(ポンツーン)を係留する方式。

・埋立方式と桟橋方式を組み合わ
　せた方式。

【桟橋工法】 【埋立・桟橋組合せ工法】 【浮体工法】

工法については、最終的には国土交通大臣が決定しますが、そのための評価選定作業を、客
観的、中立的、かつ透明性をもって行うために、工法評価選定会議を設け、評価選定作業を
行っているところです。

羽田空港再拡張　３工法について

■今後のスケジュール

平成１４年８月
事業化予算の要求

工 法 の 選 定    ・   　設　  　　計

工
　
事
　
着
　
手

工
　
事
　
完
　
成

フ
ラ
イ
ト
チ
ェ
ッ

ク

供
用
開
始

可能な限りの
早期着工を目指す

可能な限りの
早期完成を目指す

事業スキーム（財源）の検討

環境アセスメント手続き

関
係
法
令
手
続
き

・既存の調査結果の活用
・環境省との連携
・関係地方公共団体の協力、等

により
期間短縮を図る

船舶航行安全対策の検討

東京港港湾計画の変更

滑走路島・連絡誘導路

２．５～２．６年

航空保安施設

エプロン・誘導路整備

旅客ターミナルビル ４～５ヶ月
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平成１４年８月　
　概算要求　



（６）首都圏第３空港調査

　 首都圏第３空港の候補地については、検討の過程において類似地点の提案

の集約等を行い、８つの候補地に絞り込まれたところですが、首都圏における

将来の国内・国際航空需要を考慮すると、羽田空港の再拡張後もいずれ首都

圏の空港容量が不足する可能性も考えられることから、長期的な視点に立って、

引き続き検討を行うこととしております。

将来の首都圏の航空需要の増大に対応するため、平成１２年９月以降、首都圏第３空
港調査検討会を航空局において開催し、平成１３年７月に開催された第６回調査検討
会において、提案された１５の候補について種々検討を行い、首都圏第３空港の候補
地については、類似地点の提案の集約を行い、８つの候補地に絞り込まれたところで
す。

平成１５年度予算では、長期的な首都圏空港のあり方などについて、抽出された候補
地の調査を継続して行います。

　　　　　　　　　　　　　１５年度要求額　　　０．１（１３）億円　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※（　　）内は前年度予算
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２．一般空港等の整備

　 増大する航空輸送需要に対応した国際・国内ネットワークの形成及び強化を図

るため、滑走路延長等の事業を着実に推進するとともに、既存空港の質的充実等

を図ります。

　＜事業の概要＞

　 平成１５年度予算では、

　　①滑走路の新設・延長は、継続事業として１３空港において行います。

　　②地方空港整備特別事業は、継続事業として２空港の整備を行います。

　　③このほか、各空港において、利用者利便向上、安全性確保等のため、滑走路、

　　誘導路、エプロン等の基本施設の改良、航空保安施設等の整備等を行います。

　　　　　　　　　　　　　　　１５年度要求額　　　５９３（６６３）億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※（　 ）内は前年度予算

【高知空港の整備状況】

【滑走路の新設・延長事業箇所図】
（地方空港整備特別事業含む）
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３．空港周辺整備の促進

　空港と周辺地域との調和ある発展を図るため、学校、住宅等の防音

工事、移転補償等を推進するとともに、地方公共団体と協力して緩衝

緑地帯等の整備、周辺環境基盤の整備を促進し、適正な土地利用、街

づくりを目指すための対策を行います。

＜事業の概要＞

平成１５年度予算では、積極的に移転補償等事業及び緩衝緑地帯事業を推進し、空

港周辺の適切な土地利用を図り、面的整備を促進します。

　　①住宅防音工事　　　　　　　　　　　　２９（　３４）億円

　　②移転補償　　　　　　　　　　　　　　　６７（　５７）億円

　　③緩衝緑地帯等整備　　　　　　　　　　　　５２（　４９）億円

　　④教育施設等防音工事　等　　　　　　　３２（　４０）億円

　　　　　　　　　１５年度要求額　　　１８０（１８０）億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※ （　　）内は前年度予算

騒音斉合施設

都市計画緑地

防音林

ｴｱﾌﾛﾝﾄｵｱｼｽ

物流施設兼店舗

ｴｱﾌﾛﾝﾄｵｱｼｽ

（参考）事業体系

　概ね70以上の区域　　　 ：教育施設等の防音工事に対する助成

　第1種区域(WECPNL75以上)：住宅騒音防止工事に対する助成

　第2種区域(WECPNL90以上)：建物等の同区域外への移転補償等

　第3種区域(WECPNL95以上)：緩衝緑地帯等の整備

空　港

(概ねWECPNL70以上)

第１種区域

(WECPNL75以上)

第2種区域

(WECPNL90以上)

第3種区域

(WECPNL95以上)

【空港における周辺環境対策】

【航空機騒音防止法の区域】

※航空機騒音防止法：公共用飛行場周辺における航空機騒音
　　　　　　　　　　　による障害の防止等に関する法律
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４．航空路施設の整備

航空交通の増大や多様化に対応して、航空機の安全運航の確保を最

優先としつつ、空域の有効利用方策の充実等による航空交通容量の拡

大を図るため、運輸多目的衛星を打ち上げ、管制衛星を中核とした次

世代航空保安システムを導入するための整備を推進するとともに、航

空路における管制施設、保安施設等を整備します。

　　１５年度要求額　　　２４０（２２２）億円

　　　　　　　　　　　　　　　　※（　　）内は前年度予算　　　　　

＜事業の概要＞

平成１５年度予算では、運輸多目的衛星新１号機を打ち上げる他、以下の整備を行い

ます。　

　　①次世代航空保安システムの整備

　　　・運輸多目的衛星を活用した新たな航空通信・航法・管制システムの確立を図る

　　　　　（衛星製作、ロケット製作、航空衛星センター、広域航法衛星ネットワーク、

　　　　　　航空交通管理センター（仮称）等の整備)

　　　・ＳＳＲモードＳ（二次監視レーダーモードセレクティブ）、次期管制システム

　　　　等の導入

　　②航空交通の安全対策強化

　　　・訓練・研修機器の強化、管制支援施設の整備、空域・航空路の再編

　　③管制情報処理システムの性能向上等

【航空衛星システムの概念図】

　 （＊）同一の衛星に、従来の気象衛星「ひまわり」の機
　　　 能と新たな 航空保安機能を同時に持たせたもの。

（機能）

　・衛星を利用した管制通信及び地上

　　からの航空機位置の把握

　・ＧＰＳ補強機能

（効果）

　・洋上空域の管制間隔の大幅な短縮

　・低高度、山岳部等の安全性の向上　

　・自由な飛行ルートの設定が可能

　・通信品質の大幅な向上

運輸多目的衛星（＊）
（ＭＴＳＡＴ）

音声・データ通信
位置情報
ＧＰＳ補強情報

位置情報

音声・データ通信
位置情報

航空衛星センター（神戸）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　航空交通管制部　　　　　　　　　　　　　航空衛星センター （常陸太田）
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５．離島の航空輸送の確保

国内航空分野における需給調整規制の廃止（平成１２年２月）に伴い、航

空会社間の競争が激化する結果、離島における生活路線等不採算路線の維

持が困難な状況にあります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 このため、平成１５年度予算において地域航空の活性化を図るため、所要

の対策を講じることとします。

＜事業の概要＞

離島航空路線は内陸路線に比べ旅客需要が小さく、運航距離が近距離でコスト面で
割高であることから、離島路線を運航している航空会社の経営環境は厳しい状況に
あります。

しかしながら、離島航空路線は離島住民の日常生活に不可欠なものであり、不採算
路線であっても引き続き維持を図る必要があります。

平成１５年度予算では、離島航空路線に就航する航空機に対する運航費補助及び航
空機購入費補助の対策を引き続き講じることとします。

　　航空機購入費補助金

　　　　 ①運航費関係　　 　　　　　　　　　　　　　　　 　４（　４）億円

　　　②機体取得関係　　　　　　　　　　　　　　　　１２（１７）億円

　　　　　　　　　　　　　　１５年度要求額　　　１６（２１）億円　

※（　　）内は前年度予算
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【便数及び旅客数の推移】
【路線数の推移】

総合的な維持対策の実施により、離島航空路線の維持が図られ、平成１３年度は前年
度に比べ、運航便数、旅客数及び路線数ともに微増となっています。　　　　　　　　　　　
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治    水 

急 傾 斜 地 

海   岸 

下 水 道 

都 市 公 園 

住 宅 建 設 

道 路 整 備 

交通安全施設 

港    湾 

空    港 

暮らし 

横断的政策テーマ  

【従来の５箇年計画】  国土交通社会資本整備重点化計画（仮称）  

安 全 

環 境 

活 力 

・事業分野別の計画から、所管社会資本整備の重点化･集中化のための計画に転換
・省庁統合の実を最大限発揮するため、横断的政策テーマを設定した上で一本化 
・計画策定の重点を事業費からアウトカム目標とし、これに向けた取組み内容、事

業箇所数等を示すとともに、そのための所要額を明示（原則として事業費総額は
計画の内容としない） 

・主要事業・関連事業（供用時期、概算事業費）を明示し、事業のスピードアップ、
コスト縮減を促進、事業展開の透明性を向上 

・ハード施策とあわせてソフト施策を積極活用 

アウトカム目標(5～10 年)、主要事業・関連事業
（供用時期、概算事業費）、関連ソフト施策ほか 

 

（参考）○ブロック別の将来の姿 
○特定の政策テーマ別の対応方向 
（都市再生、地球環境、少子高齢化など） 

２１ 世 紀 型 の 新 た な 公 共 事 業 関 係 計 画 へ の 改 革 

縦割りの事業分野別計画 
（省庁統合前に策定）

所管10本のうち9本が 
H14・15年度に期限 

 

全 

体 

と 

し 

て 

一 

本 

の 

計 

画 

決 

定 

（ 

計 

画 

期 

間 

５ 

年 

）  

公共事業改革の方向性（重点化・集中化の考え方）、コス
ト縮減目標、事業のスピードアップのための措置 ほか

社会資本整備の重点化・集中化に向けた取組み 

・バリアフリー住宅ストック割合  2.7%[H10]→ 7% [H15] 

・密集市街地の解消面積       0ha[H12]→1,500ha[H13～17]

1 2 [H1 

・床上浸水常襲地区内家屋数   12万戸[H12] →  7万戸[H18] 

・市街地における防災公園整備率 63%[H11] →  65%  [H14] 

・新たな砂浜の創出面積     290ha[H12]→ 560ha[H18] 

・下水道の高度処理人口普及率  8%  [H10]→ 12% [H14] 

 
・国際ｺﾝﾃﾅの陸上輸送コストの削減率10%[H12]→ 20% [H18] 

・大都市圏国際空港の国際旅客容量4,300万人[H12]→ 5,700万人[H17]

・主要な空港・港湾への連絡率   36% [H12] → 44% [H14] 

（テーマ及びアウトカム指標の例）   

各事業分野別主要事項 

 国土交通省においては、これまで各事業分野別に長期計画を策定していましたが、省庁
統合の実を最大限に発揮し、社会資本整備の重点化・集中化を図るために、「暮らし」、「安
全」、「環境」、「活力」といった横断的政策テーマを設定し、各事業分野の長期計画を統合し
た「国土交通社会資本整備重点化計画（仮称）」を策定します。 

国土交通社会資本整備重点化計画（仮称） 

（平成 14 年８月７日の記者発表資料より）
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都市再生プロジェクト（第二次決定） （抄）

平成１３年８月２８日
都 市 再 生 本 部 決 定

．大都市圏における国際交流・物流機能の強化Ⅰ

大都市圏の国際競争力を高め、我が国経済の牽引役とするため、
国際都市に相応しい国際交流・物流機能を確保する。

１．大都市圏における空港の機能強化と空港アクセスの利便性向上

１ 大都市圏の拠点空港である新東京国際空港 東京国際空港 再、 （
拡張 、関西国際空港（２期）及び中部国際空港について、需）
要に応じて時機を失することなく整備するとともに、アクセス
の利便性向上を図る。

（２）特に増大する需要への対応が遅れている首都圏においては、
以下に掲げる施策について、その早期実現を図る観点から、そ
れぞれ整備目標を明示しつつ一体的に推進する。
①空港の機能強化

新東京国際空港（成田空港）の平行滑走路の早期完成を図
るとともに、国際化を視野に入れつつ東京国際空港（羽田空
港）の再拡張に早急に着手し４本目の滑走路を整備する。

②アクセスの利便性向上
アクセスの利便性向上については、可能な限りの施策を集

中的に投入する。この方針の下に、以下に掲げる施策を推進
する。
○都心と成田空港間、更に両空港間を短時間で結ぶ、新たな

鉄道アクセスルート（北総開発鉄道北総・公団線を延伸し
て成田空港へ至る路線）の早期整備

○首都圏北部と成田空港間のアクセス時間を大幅に短縮す
る新たな道路アクセスルートとして、東京外かく環状道路
の東側区間の早期整備と北千葉道路の計画の早期具体化

○首都圏及びその周辺地域から東京駅を経由した両空港へ
のアクセス利便性を向上させる、都営浅草線の東京駅接着
及び追い抜き線新設の早期実現

○横浜方面から羽田空港への直接乗入れを可能とする、京急
蒲田駅改善事業の早期実施

（ ）
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（ ）経済財政運営と構造改革に関する基本方針 抄2002
（平成 年 月 日閣議決定）14 6 25

第２部 経済活性化戦略

２．６つの戦略、３０のアクションプログラム

（５）地域力戦略

（国際競争力のある大都市の再生）

世界への情報発信力、交流・物流のハブ、文化芸術、

国際的資金仲介力といった機能を備え、また生活空間と

して質の高い環境を有する、国際競争力のある東京など

大都市を再生する。大都市の再生等により、土地の流動

化・有効利用、地下の下落の歯止めに資する。

・財源について関係府省で見通しをつけた上で、国土交

通省は、羽田空港を再拡張し、 年代後半までに2000

国際定期便の就航を図る。

（以下、略）
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通信 Communication
○品質のよくない現行の短波（ＨＦ）通信に代
　えて高品質な音声・データ通信ができます。

航法　Navigation
○航空機の航行を援助する為の施設を設置でき
　ない洋上等において安全で効率的な航法を可
　能とします。 　

監視　Surveillance
○レーダーの設置できない洋上等において航空
　機の位置を監視することが可能となります。
　

CNS/ATMシステムの概要

航空路レーダー

航空交通管制センター

ＶＯＲ／ＤＭＥ

短波（ＨＦ）通信

航空路

現行システム

電波のブラインドエリア

ＣＮＳ／ＡＴＭシステム

航空路

航空路レーダー

航空交通管制センター航空衛星センター

ＧＰＳ運輸多目的衛星
（ＭＴＳＡＴ）

電波のブラインドエリア

神戸/常陸太田
航空衛星センター

洋上管制卓
位置情報

管制卓拡大図

○レーダーの届かない洋上を飛行する航空機の位置を
　　正確に把握し、管制間隔の短縮が可能となります。

新しい洋上管制

航空交通管理(ATM)センター

＊ＶＯＲ／ＤＭＥ
　超短波を利用した無線航行援助施設

ＣＮＳ／ＡＴＭ
　　新しい通信（Ｃ）、航法（Ｎ）、監視（Ｓ）による
　　航空交通管理(Air Traffic Management)
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